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※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100%以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100%未満   「未達成」 ：目標達成率 80%未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

  ・全１３指標中、目標達成・概ね達成をあわせ７指標（うち達成５指標、概ね達成２指標）、未達 

成：６指標となった。 

⇒市の取組みは全体として進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

２ 分析・考察 

・客観指標の未達成項目を中心に分析・考察を行い、課題を導出する。 

（１）防災対策の推進 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「耐震補強が必要な橋梁の改善率」：96.4%（目標：87.8%）[達成] 

・「下水道管の耐震化率」：49.3%（目標：49.6%）[概ね達成] 

     目標未達成。ただし、首都圏政令市では最も高い。（図表１）。 

・「駅や公共施設等を結ぶ道路等の無電柱化率」 

：57.1%（目標：56.0%）[達成] 

 

 

【図表１】下水道管の耐震化率 
（H29年度、単位：%） 

さいたま市 9.8
横浜市 11.8
川崎市 44.0
相模原市 14.2
千葉市 49.3

（出典）下水道計画課調べ 

施策 Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

81 耐震補強が必要な橋梁の改善率 ％ 79.1 87.8 96.4 達成

82 下水道管の耐震化率 ％ 43.1 49.6 49.3 概ね達成

83 駅や公共施設等を結ぶ道路等の無電柱化率 ％ 54.2 56.0 57.1 達成

85 避難行動要支援者名簿の提供率 ％ 17.0 33.0 31.9 概ね達成

86 自主防災組織結成率 ％ 65.0 65.9 63.6 未達成

87 避難所運営委員会設置率 ％ 68.6 100.0 91.3 未達成

88 建物の延焼率 ％ 9.6 9.5 6.5 達成

89 心肺機能停止傷病者の救命率 ％ 11.6 15.1 13.0 未達成

90 交通事故死傷者数 人 3,863 3,569 3,733 未達成

91 放置自転車台数 台 1,400 1,300 1,300 達成

92 自転車による交通事故死傷者数 人 774 705 815 未達成

防犯対策の推進 93 刑法犯認知件数 件 12,321 10,900 9,532 達成

ちばし消費者応援団会員数（団体） 団体 17 113 92

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人） 人 - 129 85
未達成94
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自主防災組織結成率
中央区 60.7%
花見川区 67.8%
稲毛区 67.4%
若葉区 55.2%
緑区 51.5%
美浜区 77.7%

②関連する事業 

    （計画事業） 

    ・「橋梁の耐震化」：27橋（目標：20橋）[達成] 

    ・「下水道管渠の耐震化工事」：28.9km（目標：49.2km）[達成] 

     工事延長のほか、既設管の調査により耐震性能を確認できた延長が 25.9kmあり、「耐震性を

有する管渠の延長」としては目標事業量を達成した。 

    ・「マンホールトイレの整備」：24か所増（目標：21か所増）[達成] 

（イ）考察 

    ・客観指標・計画事業ともに、目標を概ね達成した。引き続き、計画的に事業を推進する必要

がある。 

（２）防災体制の充実 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「避難行動要支援者名簿の提供率」：31.9%（目標：33.0%）[概ね達成] 

・「自主防災組織結成率」：63.6%（目標：施策 65.9%）[未達成] 

 H26末値（65.0%）からの増を目標としたが、減少した。加入世帯数は 4,359世帯増（1.5%

増）となったものの、分母となる全世帯数増加率が 3.7%増 のため、結成率は H26末値を下

回った。また、区別に結成率をみると、美浜区が最も高く（77.7％）、緑区が最も低い（51.5％）

（図表 1－1）。 

・「避難所運営委員会設置率」：91.3%（目標：100.0%）[未達成] 

 H26末値（68.6％）から大幅に増加したものの、目標は達成できず。区別に設置率をみると、

稲毛区・緑区が最も高く（100％）、美浜区が最も低い（70.8％）（図表 1－1）。 

委員会設置に向けた人員の確保が難しい地区、在宅意識が高い地区での設立が進んでいない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所運営委員会設置率
中央区 94.4%
花見川区 89.8%
稲毛区 100.0%
若葉区 95.8%
緑区 100.0%
美浜区 70.8%

【図表１－１】自主防止組織結成率と避難所運営委員会設置率の区別の状況（H29年度末） 

（出典）防災対策課調べ 
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②関連する事業 

    （計画事業） 

・「避難行動要支援者名簿の提供」：150団体増（目標：300団体増） 

  H26→H29で名簿掲載者数は 3,831人増加。 

・「自主防災組織の結成」：32組織増（目標：150組織増） 

  H26→H29で新設 49組織・解散 17組織。 

・「避難所運営委員会の設立」：避難所 275 か所のうち、残り 24 か所（目標：全避難所設立）。 

  H26→H29で新設 57か所。 

③その他の状況 

    （行動指標） 

   ・この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容 

   町内会等の団体を通じた活動の割合が高い（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・避難場所の確認や飲料等の備蓄など、災害への備えを行っている。 

     災害への備えを行っている市民は、３割にとどまっている（図表３）。 

 

 

 

 

 

（イ）考察 

・いずれも町内自治会等の地域団体が発災時に地域住民を守る仕組みだが、担い手となる地域

団体の中心人物の負担感の大きさが、事業推進の共通の支障となっていると考えられる。 

・「自主防災組織の結成率」及び「避難所運営委員会設置率」向上に向けて、H30年度に開始し

た「防災アドバイザーの派遣」などにより負担軽減を図ることや引き続き、未設置地域の住

民に対して必要性や補助制度等をきめ細やかに周知していくことが必要。 

・令和元年９～１０月に発生した台風等に伴う被害状況を踏まえ、自助、共助、公助のそれぞ

れの分野において、対策を強化する必要がある。 

 

（出典）H３０年度千葉市まちづくりアンケ―ト 

（出典）H３０年度千葉市まちづくりアンケ―ト 

【図表２】この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容 

【図表３】避難場所の確認や飲料等の備蓄など、災害への備えを行っている 

(n = 1,008) 

(n = 3,398) 
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（３）消防・救急体制の充実 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「建物の延焼率」：6.5%（目標：9.5%）[達成] 

・「心肺機能停止傷病者の救命率」：13.0%（目標：15.1%）[未達成] 

     H26末値（11.65）と比べ伸びたものの、目標は達成できず。 

全国平均と比べ低く、首都圏政令市では３位（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

    ・「救急情報共有システムの整備」：運用（目標：運用）[達成] 

    ・「救急救命士等の養成」：99人（目標：36人） [達成] 

    ・「救命講習会等の開催」：受講者数 40,871人（目標：28,000人）[達成] 

     人口あたりの救命講習受講者の年間普及率は、H28・H29と２年連続で政令市１位。 

    ・「応急手当普及協力事業所の認定」：549件（目標：526件）[達成] 

 

③その他の状況 

    ・「人口１万人あたり救急出動件数（574件）」  

H26年→H29年で 5.7%増加したが、全国の伸び率（6.7%）と同程度。首都圏政令市と比べ、

出動件数が多い（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 ・「人口１万人あたり救急病院病床数（57.1床）」 

首都圏政令市（33.8 床～40.3 床）と比べ、病床数が多く、東京都区部（59.0 床）に肉薄

（図表５）。 

【図表４】心肺機能停止傷病者の救命率 

（出典）千葉市消防局調べ 

【図表５】人口１万人あたり救急出動件数・救急病院病床数 

（出典）大都市比較統計年表 H29年をもとに千葉市作成。 

出動件数 救急病院病床数

さいたま市 521.2 40.3

東京都区部 609.9 59.0

川崎市 461.0 43.5

横浜市 518.1 37.3

相模原市 496.7 33.8

千葉市 574.0 57.1

H23 H26 H29
千葉市 14.1% 11.5% 13.0%
横浜市 9.8% 11.5% 12.5%
川崎市 9.0% 13.7% 11.2%
相模原市 10.0% 17.3% 13.4%
さいたま市 14.0% 13.1% 18.3%
全国平均
（政令市）

15.1% 15.8% 16.2%
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    ・「病院収容所要時間（44.6分）」 

      全国平均（39.3分）と比べ長い。 

    ・「傷病程度別の搬送人員割合（軽症者：55.6%）」 

      軽症者の割合が、全国（48.6%）や大都市（52.5%）と比べ高い（図表６）。 

 

 

 

 

 

 

 

また、「救急車を呼ぶべきか呼ばないべきかの判断に迷った場合の参考となる情報※を知ら

なかった」と答えた人が 77.4%であった。（出典：2019年度第 1回千葉市 WEBアンケート） 

※千葉市版「救急受診ガイド」、全国版救急受診アプリ、千葉県「救急安心電話相談事業＃

7009」 

・「応急手当実施率（37.7%）」 

H24年以降減少傾向。28年にいったん増加するも、H29年に再び減少。 

全国（49.9%）と比べ低い（図表７）。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）考察 

    ・計画事業量は全て目標を達成した。一方で、人口当たり救急病床数が他政令市と比して多い

状況にもかかわらず、出動件数・現着時間・病院収容時間などの状況は全国及び首都圏政令

市と比して劣位にある。その要因の 1つとして軽症者の利用割合が高いことが考えられるこ

とから、救急車の適正利用に関する施策を充実していく必要がある。 

    ・また、人口あたりの救命講習受講者の年間普及率は政令市１位にもかかわらず、応急手当実

施率が低く、減少傾向にある。 

・「心肺機能停止傷病者の救命率」について、年度による変動要因は明らかではないが、応急手

当の有無により、救命率に差（有：16.4%、無：9.4%）が生じる（出典：H30年救急・救助の

現況）ことから、救命率向上のために、応急手当実施率向上に取り組む必要がある。 

 

【図表６】H29年 傷病程度別の搬送人員割合（%） 

（出典）救急救助の現況（消防庁）、救急統計（千葉市消防局） 
※大都市…政令市及び東京都区部 

【図表７】応急手当実施率（%） 

（出典）救急救助の現況（消防庁）、救急統計（千葉市消防局） 
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（４）交通安全の推進 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「交通事故死傷者数」：3,733人（目標：3,569人）[未達成] 

 H26末値（3,863人）と比べ減少したが目標達成に至らず。 

千葉市も H28年まで減少したが、H29年の子どもの事故の増加等が要因（図表８）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「放置自転車台数」：1,300台（目標：1,300台）[達成] 

・「自転車による交通事故死傷者数」：815人(目標：705人) [未達成] 

自転車交通事故死傷者数は全体の約２０％を占めており（図表９－１）、人口 10万人あたり

では、首都圏政令市中最多（図表９－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表８】千葉市交通事故死傷者数 

（出典）千葉市警察部 

【図表９－２】人口 10万人あたり自転車交通事故死傷者数 
（H29年） 

（出典）大都市比較統計年表をもとに

千葉市作成 

（出典）地域安全課調べ 

【図表９－１】千葉市の自転車交通事故死傷者割合の推移 

さいたま市 17.8
東京都区部 20.4
川崎市 19.6
横浜市 11.4
相模原市 27.6
千葉市 83.6

（自転車）
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②関連する事業 

    （計画事業） 

・「交差点の改良」：供用開始 3か所（目標：供用開始 7か所） 

    ・「通学路の安全対策」：37校（3巡目）実施（目標：３巡目着手）[達成] 

    ・「自転車レーン等の整備」：14.6km（目標：23.8km） 

    ・「交通安全教室（中学校・高校対象）」：年 3回（目標：年 3回）[達成] 

 （計画外事業） 

 ・「交通安全教室（未就学児・小学生・高齢者等対象）」：220回開催・21千人参加（H29年度） 

    ・「自転車安全利用講習会」：16回開催（H29年度） 

・「自転車によるまちづくりの推進」：基本方針策定、条例制定 

「千葉市自転車を活用したまちづくり条例（Ｈ29年 7月 1日施行）」に基づき、自転車走

行環境の整備、駐輪場の管理運営、自転車マナーアップキャンペーンなど自転車の安全利用

に向けた周知・啓発活動等を行っている。 

 

③その他の状況 

・「人口 10万人あたり交通事故死傷者数」 

首都圏政令市中、相模原市に次いで高い（図表９）。 

    ・「人口 10万人あたり年代別交通事故死傷者数」 

年代別では、若年世代の交通死傷者割合が高く、増加傾向にある（図表１０）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「全国の年齢層別交通事故死傷者数」 

H16年をピークに減少するとともに、全ての年代で死傷者数は減少傾向にある（図表１１）。 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１０】人口 10万人あたり年代別交通事故死傷者数 

（出典）千葉市警察部 
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    （関連指標として） 

・４－３「市内の道路は移動がしやすい」より 

「自転車が交通ルールを守っていない」：否定的回答割合 41.1%～51.4% 

     「自転車レーンなどの走行空間がある」：否定的回答割合 57.0% 

 

（イ）考察 

・本市の人口 10 万人あたりの交通事故死傷者数は多く、特に若年世代は全国の傾向と異なり

増加した。このことから、若年世代の交通事故抑制が重要であり、幼少期からの継続的な交

通安全教育の充実が必要である。 

・交通事故が多い地点については、千葉県等と連携して共同現地診断等による安全対策を行っ

ているところである。引き続き、交通事故低減に向けた取組みを強化していく必要がある。 

・H29に制定した「自転車を活用したまちづくり条例」に基づき自転車の安全利用に係る周知・

啓発活動を実施しているものの、自転車による交通事故死者数の割合の高さ・自転車の交通

ルール順守に対する否定的回答割合の高さなどを踏まえ、自転車の安全利用の普及・浸透に

向けた更なる取組みが必要である。 

 

 

 

 

 

 

【図表１１】全国の年齢層別交通事故死傷者数 

（出典）H26年、H27年、H30年交通白書 
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（５）防犯対策の推進、消費生活の安定・向上 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「刑法犯認知件数」：9,532件（目標：10,900件）[達成] 

  H26末値（12,321件）からの減少を目標とし、目標値を大きく上回って達成。 

  中でも、窃盗犯の件数が H26：9,376件、H29:7,148件で 2,228件減少しており、刑法犯認知   

件数の減少に寄与している。 

・「ちばし消費者応援団会員数」[未達成] 

団体：92団体(目標：113団体)、個人：85人(目標：129人) 

消費生活センター主催講座参加者数の減等の影響により、目標達成に至らず。 

②関連する事業 

   （計画事業） 

・「地域防犯ネットワークの促進（防犯への協力に関する覚書締結）」：6団体増[達成] 

   ・「防犯街灯の LED化」：完了[達成] 

   ・「学校防犯カメラシステムの設置」：9校増[達成] 

・「ちばし消費者応援団の普及啓発（ステッカー配布等）」：92団体（目標：140団体） 

（計画外事業） 

   ・「防犯パトロール隊支援物品配布」：H29年度 720団体 

・「防犯カメラ設置補助金」：H29年度 30台増 

   ・「第 3次千葉市消費生活基本計画」（H28年度策定）に基づき、講座開催・情報紙等の発行・相

談による消費者被害の救済等を実施。 

③その他の状況 

   ・地域防犯の核となる「防犯パトロール隊」団体数は横ばい（図表１２）。 

     

 

 

   ・千葉市の治安はよいと感じる人の割合は、72.3%（図表１３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表１２】防犯パトロール隊団体数推移 

（出典）地域安全課調べ 

【図表１３】千葉市の治安はよいと感じる人の割合（ｎ＝224） 

（出典）第４次千葉市地域防犯計画 

H25 H26 H27 H28 H29

710団体 718団体 725団体 723団体 720団体
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   ・「消費生活相談の年度別件数」は増加傾向にあり、６０歳以上の相談件数は３割を超えている

（図表１４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・消費者事故等のうち「危害・危険に関する相談件数」は横ばい（図表１５） 

 なお、全国の消費者事故件数は減少傾向にある（出典：H30消費者白書）。 

 

 

 

 

 （行動指標） 

   ・市民アンケート（この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容） 

   町内会等の団体を通じた活動の割合が高い（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第３次千葉市消費生活基本計画、消費者概要 

【図表１４】千葉市の消費生活相談の年度別件数 

【図表１５】千葉市消費生活センター 危害・危険に関する相談件数 

（出典）消費生活センター調べ 

（出典）H３０年度千葉市まちづくりアンケ―ト 

【図表２】この１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内容（ｎ＝1,008）） 
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（イ）考察 

・防犯対策について、客観指標・計画事業ともに目標を達成した。引き続き、継続的に事業を

推進する必要がある。 

    ・消費者事故等の発生件数は減少傾向の全国と異なり横ばいであるとともに、消費生活相談件 

数は増加傾向にあることから、事件・事故の抑制に向け取り組みが必要。 


